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高齢社会におけるシルバー人材開発の日台比較観究
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要 とsa 
高齢化の進展において、アジア諮問の中で臼本は最も平く 1970年に「高齢化社会 (agingsociety) J 
となった。台湾は、 1993年65歳以上老年人口が7%を超え、「高齢化社会jとなった。 2018年「高齢




















】松井政明・山野井敦徳・山本部久 (1997) 家信念， pp.7時 9。
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今後、「高齢者教育jと f高齢期発展jに関する高齢化課題は、次第に重要になってくる。本研究の目





台湾では、 1993年に高齢社会に入札 1990年代初期から f老人教育3Jゃ「老人人力資源の活用つに関
する研究が始まったが、「老人入力開発J(シルバー人材開発)に関する研究の段階まで達していないため、










の研究者が提出した「離脱理論 (disengagementt批 ory)J、「活動理論 (activity白eory)J、「継続性理論 (con-
tinuity theory) Jなどを始めとして展開されている。さらに1960年代から1980年代にかけての「サクセスフ




① 離脱理論 (dis巴ngagementtheory) 
同!E脱理論Jは、 1961年 Cumming，E. M とHenry，W. E.により、提唱されてきた理論である 70r離脱」
は、「社会システムにおけるそれまでの義務や拘束的な社会関係から解放されることであり、自由になれ
ることであるう (Cumming，E. M" 1963)。また Cockerham，W. c. (1997) 9は、「離脱理論Jを①高齢者と社会
2 Neugarten B.L.によれば、健康で活発で、高学燈で経済カがあり、新しいライフスタイルを作りつつある高齢者の出現と増
加という現象があり、それらの潟齢者を fヤング・オールド (young-old)(65-74歳)Jと呼んだ (NeugartenB.L. Age groups 
in American Society and the ris巴ofthe young-old， Anlluals of the Americall Academy of Political and Social Science， 1974， Vo1.415， 
pp.l87-198.)。
3{余立忠、(1996)["老人教育奥老人社会大泉之規劉奥連作J(社霞号室展季刊第74期}， pp.139ω148. 
4翁慧敏 (1992)r老人入力資源迷用奥;!t問題之採討J<研考箆月刊}， 16巻 5)弱， pp.48-54. 
5河合賢官](1978) ["高齢者教育の方向と人材活用J社会教育誌JVol. 33， No.9， pp.17ω19. 
6斉藤清三 (1979)r高齢者人材活用の運営J文部時報J:i湿号1221，pp.41-45. 
7 Cumming， E.M. and Henry， W.E.， Growing Old; Tlze Process ofDisengagement. Basic Books， NewYork， U.S.A.，1961. 
S Cumming， E.M.， Further Thoughts on the Theory of Disengagement， International Social Science Jo臼rnal，1963，Vo1.l5，pp.377-393.;小
田利勝 (2004)rサクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp.66-針。







頻繁に舘われる理論である。しかし Cumming，E. M. (1963) 10自身が論議したのは、「離脱理論jではf病気」
や f貧困Jなどが加齢過程に及ぼす影響については、「考慮しなかったJあるいは f現実の多様な加齢過
程を説明できないjといった批判に応えるであった。










② 活動理論 (activity th巴ory)
「活動理論」は、 1972年 Lemon，B. W.が提唱した、多くの社会老年学者により支持されてきた理論であ
る九その理論では「壮年期の社会的活動の水準を維持すること」が、「幸せに老化するJための必要条件
であるとする理論である。「活動理論jの主張は、社会的活動が f高齢者のモラーjレ (morale)Jゃ f生活
瀧足度 (life satisfaction) J を高めるということであり、様々な実践的活動の体験、アメリカの中産階級的
価値観に基づく確信であった。
「活動理論jは f離脱理論jへの批判という視点から論争が長く続いたが、 Havighurst，R. J.やN巴ugarten，




「活動理論」と「離脱理論jの相違について、 Havighur・st，R. 1.などの萌究者らがもう 1つの点を指摘し
10 Cumming， E.M.， Further Thoughts on the Theory of Disengagement， Int巴rnationalSocial Science Journal， 1963， Vo1.15， pp.377-393. ; 
小回初勝 (2004) サクセスフル・エイジングの研究j学文字土， pp.66ω81。
1 Rose， A.M.， ACurrent Sociological Issue in Social Gerontology， The Gerontologist， 1964， Vo1.4， pp.46-50 ;小間帯IJ勝 (2004)rサク
セスフル・エイジングの研究j学文社， pp.75-76o 
12 Atchley， R.C.， Continuity and Aぬ'ptationin Aging: Creating Positive E.λperiences， Johns Hopkins University Press， Baltimore， U.S.A.， 
1999. 
13 Atchley R.C.， Everyday mysticism: Spiritual development in latcr life. JOllrnal of Adlllt Development， 1997， Vo1.4， pp.123同134.
14 Tornstam， L.， Gero-transcendence: A theoretical and empirical exploration. In L.E. Thomas and S.A.Eisenhandl巴r(eds.)， Aging and the 
Religiolls Dimensiof1， New York: Auburn House， 1994， pp.203-229. 
】5Lemon B.W.， Bengtson V.し，Peterson J.A.， An exploration of th巴activitytheory of aging. Journal ofGerontology， 1972， Vo1.27， pp.511 
信523.
16 Havighurst， R.J， Neugarten， B.L. and Tobin， S.S.， Disengagement and Pattern of Aging， inBernice L. Neugarten ed.， Middle Ageαnd 
Aging， University of Chicago Pr，巴s，1968 (in M.P. Lawton and T.A. Salthouse eds.， Essential Papers on the Psychology of Aging， New 










能な限り「価髄告由 (val出 freedom) 18 Jで「客観的な分析・」ができるように、「社会学的・心理学的相互
作用jの尺度や「生活満足毘」の尺震を用意し、それらの諸尺度間の鰐係に焦点を当て、収集された調査
データを再分析した。










ための初期の試みであったという oAtchley， R. C. (1995) は、「継続性理論」を構成する要素を主に、①内





も安定した生活を送ることに繋がっている。それは Atchley，R. C. (1999)の研究結采によると、 120年に及
ぶ中年期以降の生活行動を追った調査によると、生活活動に何らかのi葱害が生じても、その人の髄値観
(sense of value)、態震 (attitude)、行動 (action)は、以前と閉じように変わらないことが分かつている。




ある。「主観の評倒的意識jを言明することができる(石川晃弘 竹内郁郎・滋鵠朗綴 (2005) 社会学小辞典〈新版増補
版>J有斐閣， p.80.)。
IS 1価値自由 (valuefreedom) Jとは、社会科学が認識の客観'1:11:を保つためには、価値判断から自由でなければならないとい
うウェーパーの主張である。ウェーパーの要求は、換に事実判断と価値判断との区別という実註主義的格率に尽きるもの
でなく、理論と実践的評備を区別することで、両者の尊厳を守ろうとするところにあった(向上脅， p. 79.)。










④ サクセスフル・エイジング (successfulageing) 
1961年、 Havighurst，R. J.の“SuccessfulAgeing" と題した論文が、アメ 1)カ老年学会 (TheGerontological 





会心理学者 Kahn，Robert L.の "HumanAgeing : Usual and Successful"と題する論文である。それから、 Rowe，
John W.を研究代表者とする「サクセスフル・エイジングjに関する大規模な縦新的研究 (longitudinalre-
search) 22の成果が新聞 NewYork Timesに紹介され、 r Successful AgeingJという名づけの啓蒙書おとしても、
出版されたことから、 fサクセスフル・エイジングjに関することは、一般にも広まることになった。
fサクセスフル・エイジングjについて、これまでの研究では、アメリカ社会学者 Palmore，E. B. (1979) 
が取り上げたのは、より包括的には「長寿(longevity)J、f健康 (lackof disability) J、f生活満足度・幸福
(life satisfaction / happiness) Jの3つの要素が統合された概念とみなされている九さらにしawton，M. P. 
(1983) も、「良好な生活 (the good life) J という包括的・多次元的概念としての「サクセスフル・エイ
ジングjの講成の 4つ要素を提出した。それらは、①行動能力 (behavioralcompetence)、②心理学的幸福
(psychological well司being)、③知覚された生活の質(perceivedquality of Iife)25、④環境(objectiveenvironmenり
ということである。
「サクセスフル・エイジングJの研究は、高齢者の f適応研究Jから始まったが、その後萌究では、と





「サクセスフル・エイジングJは、 Havighurst，R. J. (1961)が述べていることから明らかなように、最初




竹内郁郎・涜嶋期編 (2005) 社会学小辞典〈新版増補版>J有斐閣， p.288.)。ここに言及したサクセスフル・エイジン
グの縦断的研究は、 rMacArther Foundation Research Network on Succ巴sfulAgingJであることを意味している。
田Rowe，John W. & Kahn Robert L.，Successful Aging， Dell Publishing， Random Hourse Inc.， New York， U.S.A.， 1998. 
0' Palmore， E.B.， Predictor of Successful Aging， The Gerontologist， 1979， Vo1.l9， pp.427-431; Palmore， E.B.， Successful Aging， i詰 G.L
瓦1addoxed.， Encyclopedia of Aging: A comprehensiνe Resource in Gerontology and Geriatrics (2吋 edition)，1995， pp.914-915， 
Springer， New York， U.S.A.; Palmore， E.B.， Successful Aging， inDavid J. Ekerdt ed.， Encyclopedia of Aging， 2002， Vo1.4， pp.l374-
1377， Tomson， N巴wYork， U.S.A. ;小田利勝 (2004) サクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp.6-100 おf知覚された生活の質 (perceived司ualityof life) Jとは、家族、友人、活動、仕事、収入、住居に関する「主観的傾依 (s臼b-
jective assessment) Jということである (Lawton，M.P.， Environment and Other Determinants ofWell-Being in Older People， The Ger-









⑤ プロダクティブ・エイジング (productiveageing) 
























⑤ アクテイブ・エイジング (activeageing) 
「アクテイブ・エイジングjの概念は、とくに1990年後半以降、 ILO(the Intemational Labor Organization， 
おButler，R.N.， Why Sllrvive? Being Old in America， f加perand Row， New York， U.S.A.，1975 ;内酪耕二監訳 (1991)r老後はなぜ、
悲郎なのか?アメリカの老人たちの生活jケヂカルフレンドネ土，日本東京。
2iエイジズム (ageism) とは、「高鈴草子差別jということである。 1968年にアメリカ加鈴協会 (Am巴ricanInstitute of Aging) 
会長Butler，R.N 博士が初めて使った用語である。エイジズムは年長者に対する f否定的なステレオタイプjを意味する。
つまり、高齢者は采けており、頑思な態度を持ち、心潔的・社会的に依存的であるという偏見が見られる。高齢者差別は、
欧米社会の人口の高齢化に伴い政治的論点として重喜きになってきたoi新しい高齢者差別 (new ageism) Jは世代間の対立
を意味し、年長老が「与える者 (givers)Jではなく、 「受ける者 (takers)Jになっていると非難される (NicholasAbercrom-
bie， Stephen HiIl and Bryan S. Turner， T/ze Pengllin Dictionary of Sociology， Penguin Books Ltd.， Harmondsworth， Middlesex， U.K.， 
1984 ;丸山哲央段訳・編集 (1996)r社会学中辞典jミネルヴァ書房， p.10.)。




*出典:WHO (2002)， Active Aging: A Policy Framework， Figure14， p.45 
(http://whqlibdoc.who.intJhql2002IWHO_NMH_NPH_02.8.pdf)より引用。
449 
国際労働機関)や WHO(the World Health Organization)などの国際的な政策展開、かっ最近の欧米と日本
における社会学研究の中で、積様的に用いられ始めている。
まず、国際的な政策展開について述べよう。エイジングに関する盟際的な政策を展開する WHO(2002)
によると、「アクテイブ・エイジングjの定義は、年をとっていく中で、生活の質 (qualityof life) を高め
ていくために、 f健康 (health)J、「参加 (participation)J、「安全 (security)Jのための機会を最大化するプ
ロセスである(図表1)へここにいう「アクティブ (active)Jとは、単に身体的にアクティブにあたり、
あるいは労働市場に参加するということだけではなく、「社会的J. r経済的J. r文化的J. r精神的」な活
動や「市民活動への参加jを継続するという意味が含まれている。それにケア (care) を必要とする高齢
者であり、すべての高齢者の健康寿命 (healthIife expectancy) を延長し、生活の質の向上を閣っていくこ
とが、 fアクテイブ・エイジングJの究極的な目的であるという認識が、 WHOの政策理念には含まれて
いる (WHO，2002) 0 
fアクテイブ・エイジングjは、ヨーロッパを中心に積極的に用いられ始めた概念であり、 EUの高齢
者政策にも活動的に関わるイギリスの社会学者Walker，A. (2002)は、「アクテイブ・エイジングJの概念
を理論的に整理している点で示唆的である泊。 Walker，A. (2002) によると、「アクテイブ・エイジングjは
1990年代に WHOの影響を受けて登場した概念であり、そのため高齢賠の「活動 (activity)Jと「健康
(health)Jと密接に爵連し、「健康的な老い(healthyaging) Jを重規する概念である oWalk巴r，A. (2002， p.123) 
によれば、アメリカの「プロダクテイブ・エイジングJが、「対価が支払われるべき (haveto be paid for) J 
物やサ…ピスを生産するための「高齢者の経済活動への参加jに陥りやすいことを指摘した。これに対し
て、「アクテイブ・エイジングjは、より広い意味での様々な活動に焦点を当て、「市民 (citizen)Jとし
ての高齢者 (seniorcitizen)の「包括 (inclusion)Jゃ「参加 (participation)Jを強調する概念である。さら
にその概念に対して、 Walker，A. (2002， p.124)は「アクテイブ・エイジングjを、心身的な健康を長く維
持するための「ライフスタイル全体の戦略 (generallife-sty le strategy) Jであると解釈している。その解釈
からみると、「アクティブ・エイジングJは、「プロダクテイブ・エイジングJの「高齢者雇用の促進jと
f社会参加jという中心的な要素を含んだより広い概念であり、とくに f生活の質 (qualityoflife) Jとf精
拍「アクテイブ・エイジング (activeageing) Jの定義は、原文により引用する:“Activeageing is th巴processof optimizing oppor-
tunities fo1' health， participation and security in o1'der to enhance quality of life as people age." ( WHO， ActIνe Aging: A Policy Frame叩
work，2002，p.12，http://wh司libdoc.who.in出q/2002川信O_NMH_NPH_02.8.pdf)











身やその家族や池域コミュニティ、広くは社会全体の安寧・幸福 (well叩being) に貢献する fすべ

































31 European Commission， Towards a Ew百'pe01 al ages， Bruss巴Is:European Commission， 1999. 
U 船津衛 (2003)r高齢者の自我J辻正二・紛i新総括著 fエイジングの社会心理学j北樹出版， pp.41-550 
担船主幹衛， 向上苦手，pp.49-54。
お給i幸衛，向上番， p.530 







⑦ サード・エイジ (thethird age) 
「サード・エイジJという概念は、 1987年から高齢化問題を議論した代表的な研究者が、設史社会学者・
人口学者の Laslet，P.である部。 Laslet，P. (1996) は、誕生から死までの人間の一生を、「ファースト・エイジ
(the first age) Jである f依存・社会化・未熟・教育の時代」、「セカンド・エイジ (thesecond age) Jであ
る「成熟・自立・生殖・稼ぎと昨蓄・家族と社会への責任の時代j、「サード・エイジ(めethird age) Jで
ある「完成・充実の時代J、「フォース・エイジ (thefou民h ag巴)Jである f依存・老衰・死の時代jとい
う4つの段措に分類した。その「完成・充実の時代Jとしてのサード・エイジにおいて、個人的にも社会
的にも充実させることが、現代産業社会の高齢化という人口構造の変化に付与される否定的なイメージを














そのほかに、アメリカ社会学者Sadler，W. A. (2000)は、 fサ…ド・エイジjという、そのままの題名の






3 1サード・エイジの6つの原則」で整理してきた 15つの DJと 15つの RJと 16つの原則Jとの関
係を、詳細な事剖研究に基づき議論している。
部Laslet，P. A Fresh Map of Life (2叫 edition)，MaCmillan Press， U.K.， 1996 ;小田利勝 (204)rサクセスフル・エイジングの研
究j学文社， p.152o 



























*出典:Sadler， W. A.， Tlze Third Age: Six Principles for Personal Growth and Rejuvenation after 
Fo託y，Perseus Books Group， 2000より整濁し、作成。
それらの原射に関する詳しい説明は省略するが、 Sadlerはそうした原射に従った「サード・エイジjの
新しい生き方モデルを提唱し、「サード・エイジJを「第2次成長 (thesecond growth) Jの時期として取








論的発展の欠如 (lackof theoretical development) Jが見られる分野でもある (Johnsonet al.， 2005)410 理論と
四Chiva，A.によると、 「サード・エイジJにおける生活変化に@:i!iiする倒人は、各種のスキルの組み合わせである能力(ぬili-
ties)または手段・道具 (tools)、すなわち認識過程における「思考能力J、情緒過程における「感情表現能力J、行動過程
における日舌動能力」により、状況に対応することが求められる (Chiva，A.，“M納得ingChange in Mid and Later Life，" In Joanna 
Walker ed.， Changing COllcepts of Retirement， Arena， Ashgate Publishing Limited， U.K.， 1996 ;小沼利勝 (2004)rサクセスフル・
エイジングの研究i学文社， p.159.)。
必小包初勝(1998)I退職に関する新たな視点とサード・エイジの生活課題J神戸大学発達科学部研究紀要j第5巻第2-1予，
pp. 117 -1330 
，1 Johnson， M.， Bengtson， V.， Coleman， P.and Kirkwood， T.， Tlze Cambridge Handbook of Age and Aging， Cambridge University Press， 

































的取り組む活動を行った。 1982年、関連が「高齢化に関する世界会議 (WorldAssembly on Aging， WAA) J 
をウィーンで開催した。 124か出もの代表が参加し、先進諸国や酪際機関は高齢化問題に関わる際心の高
さに驚かされた。その会議では、 「高齢者の人権の尊重Jと「福祉施策の推進Jなどを目指し努力した「高
齢化に関する国際行動計酒 (IntemationalPlan of Action on Aging) 44J が採択された、 10年後に進行する状況
42 World Population Prospects， The 2006 Revision， Population Division， Population Estimates and Pr句ectionsSection， Department of 




4 United Nations， Intel7lationα1 Plan of Action on Aging 1982 







会では、「高齢者の自立 (independence)J、「参加 (participation)J 、「ケア (care)J、f自己実現 (self-fulfill-
ment) J 、「尊厳 (dignity)Jの5つ原則を築き、保障すべきとする f高齢者のための国連原尉 (UnitedNations 
Principles of Older Persons) 45 Jを規定した。
1999年、国連は全世界が高齢化問題に取り殺むよう「高齢化に関する宣書 (Proclamationon Aging) J を
提唱し、高齢化問題へ喚起を図るため、「回路高齢者年(InternationalYear of Older Persons， IYOP)46J とす
るなど、総会決議した。その際に、注目しなければならないことは、 1982年 WAAウィーン会議の理念を
超え、高齢者は f社会の一員J として、社会参加しようという「プロダクティブ・エイジング (productive
aging) Jや fアクテイブ・エイジング (active aging) Jを提唱した。さらに、 fすべての世代のための社会
を目指して (towardsa society for al ages)つという理念を「国際高齢者年Jのスローガンとしている。 2002




この会議は、「高齢化に関するマド1)ッド国際行動計酪2002(the Madrid International Plan of Action on Ag-








なわち、現在日本の高齢化の状況は、 5人に l人が高齢者となっている。また、 2006年日本人の平均寿命
45 United Nations， United Nations Princかlesfor OZder Persons， 1999 (http://www.un.org/esalsocdev/iyop/iyoppop.htm) ;河上番，
pp.217ω2200 
.16間違は、「悶1芦高齢者年(InternationalYear of Older Persons， IYOP)に対する理念は、次の原文を参照されたい:
“The Gen巴ralAssembly decided to observe the year 19型9as the Intemational Year of Older Persons. The Year was celebrated by al 
sectors of society， inal concerns of th巴globe.Vies highlights of the year's many activities in the international community of Member 
States， United Nations system， Intergovernmental Organization， NGO's， aswell as the private sector." 
“The Year was celebrated in recognition of humanity's demographic coming of age and the promise it holds for maturing attitudes and 
capabilities in social， economic， cultural and spiritual understandings， not least for global peace and development in the next century. " 
(United Nations， lnternational iセarof OZder Persons 1999， (http://www.un.org/esalsocdev/ageing!iyop.html) 
17 United Nations， lntemational }加rof Older Persons 1999， (http://www.un.org/esalsocdev/ageing/iyop.html) 
18 Unit巴dNations， Report of the Second World Assembly on Aging， 2002 (http://www.un.org!esalsocdev/ageing/madrid_intlplanaction. 
html) 
"'1m速は提唱された「マドリッド政治笈言 (MadridPolitical Declaration) Jが全部19項あり、その中の17項より次の版文を参
2告されたい:
“The implementation of the International Plan of Action on Ageing， 2002 will require the partnership and involvement of many stake-
holders: professional organizations; cooperatives; research， academic and other educational and reIigious institutions; and the media." 
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ると少し遅れたが、日本の人口増加と同様に第 2次世界大戦後の第 l次ベビーブームと、 1970年代後半に
起きた第2次ベピーブームである。他方、戦後すぐは高齢者人口の割合は非常に低かったが、徐々に増加



























































































日前回信彦 (2006)rアクテイブ・エイジングの社会学iミネルヴァ書房， pp.201-2020 
高齢社会におけるシルバー人材隠発の臼台比較研究 459 
図表8 i悶塊の世代Jの退職の企業活動への影響の有無






























制シニアプラン偶発機構 (192)(197) (202) サラリーマンの生活と生きがいに関する調査:サラリ…マンシニアをゆ
心としてj第I問調査報告一議、第2回議資報告書、第3回読査報告議。
師松本?博専之 (ω20∞05ω) rぶきん3主地i窓域経i済斉前r研好究所調至変Eレポ…ト (www.b加u屯則E到in叩唱引E釘ri.co∞O仏.伊)九。
460 























































































































67小山紹作 (1980)r高齢者事業団i磁文社， p.188o 
国松原治朗 (1976)I高齢者と社会教脊Jr社会教育 1976年8月号。
印野王寺正也 (1979)I高齢者人材活用卒業の実態と課題J社会教育J1979年10月号， pp.1l-16o 






















































































































































次に、「社会的知性 (Social Intelligence) Jを養成することを述べてみよう。高齢者教育においては、ラ
イフスキル教育を行いながら、「社会的知性jの養成をすることは、地域社会におけるボランティア活動
やまちづくり参碩などに、適当に活用すれば役に立つであろう。アメリカ学者 DanielGoleman (2006)81を
76WHO，L俳SkillsEducation in Schools， Division of Mental Health， World Health Organization， 1994;) 1熔徹朗・西岡伸紀・高石
@l，弘・石川哲也監訳 (1997)rW日0ライフスキル教育プログラムj大修館番庖， 1997， pp.12-15o 
η「ライフスキル」に関する10つのスキルは、①意思決定 (decisionmaking)、@問題解決 (problemsolving)、③創造的思考
(creative thinking)、命批判的思考 (criticalthinking)、⑤効果的コミュニケーシヨン (e偽 ctivecommunication)、⑤対人隠係
スキル (interpersonalrelatiouship skils)、⑦自己意識 (selιawareness)、③共感性(巴mpathy)、@I育動への対処 (copingwith 
emotions)、⑬ストレスへの対処 (copingwith stress)がある。
お f社会的学習理言語 (socialleaming theory) Jとは、他者の行動とその結果についての「綴雲寺学習jに隠する知見を基礎とし
ている理論である (Bandura，A.， Socia! L回開ingTheoη， Englewood Cliffs， Prentice HaU， New Jersey， U.S.A.， 1977.)。
ηブレーンスト…ミング (brainstorming) とは、ある課題について、多様なアイデイアや提案を生み出すための創造約主義郎
活動である。意見をまとめる活動とは呉なるため、実施にl際しては、「他人の意見を批判しないj、「他人の意兇に便乗して
よいj、「短時間で行うjなどの特別原則がある (WHO，Life Skills Education in Schools， Division of Mental Health， World Health 































に次のような4つの能力が含まれる(関表11)。それらは「原共感 (primal empathy) J、「情動チューニン






うな4つの能力が含まれている(留表12)0 i社会的才覚」は、「同課性 (synchrony)J、「昌己表現力 (self.向


















































































回 fコア・コンピタンス (corecompetence) jとは、ある企業の活動分野において、 f競合他社を圧倒的によまわるレベルの能
力Jゃ「競合他校に真似できない核となる総カjを指す。 Gハメルトと C.K.プラハ…ドが1999年に Harv紅dBusiness Review 
Vol. 68へ共同で答稿した IThe Core Competence of the Corporationjの中で登場し、その後広められた概念である。彼らは、
f顔客に特定の利益をもたらす技術、スキル、ノウハウの集合であるJと説明している。具体例として、自動車産業が取
り上げられ、ホンダ (Honda)における「エンジン技術j(芝刈り機や除雪機から自動車までコア技術を幅広く展開)や、



























本出典:Butler， Timothy aud Waldroop， James，“Job Sculpting" The Art of Retaining Your Best People， Havard Business Review， 
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開「団塊の世代 (thebaby boomers) Jとは、第2次世界大戦後の線られた期湾に主主まれた人々を「ベービーブ…ム世代J (baby 
boom generation) という。日本の場合には、 1947年~1949年の間に生まれた人々を指している(古谷野直・安藤孝敏編著
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